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センター長 西田在賢 

 

8 月 26 日(日曜日)午後 1 時から 4 時 30 分まで、県立広島大学広島キャンパス大講義室において

当センター主催による開設記念 HbpMS セミナー第２弾『診療・介護の報酬同時改定と医療経営の動向』

を開催いたしました。 

本記念セミナーでは、わが国が迎える本格的な人口減少・高齢化時代に備えようとする今回の診療

報酬・介護報酬の同時改定では、医療機能の分化・連携や地域包括ケアの推進、そして少子化の下で

の人材の確保や働き方改革といった課題への対応について、地域医療構想を始めとする医療制度改革

との関係を俯瞰できるよう講師の先生方に説明の工夫を凝らしていただきました。 

当日のセミナー会場には 60 名余りが集い、まずはセンター運営相談役の栗栖本学事務局長の開会の

辞に続き、中村学長から主催者挨拶をさせていただきました後、ご来賓の平松恵一広島県医師会長から

このセミナーへの激励のお言葉をたまわり、続いて広島県健康福祉局長の代理として桜井勝弘広島県

健康福祉局地域包括ケア推進部長から連続して開催する医療政策研究セミナーへの期待のお言葉を

頂戴いたしました。 

そしてセミナー冒頭では、西田在賢センター長から「医療介護の制度改革と経営人材養成」と題して、

医療ではサービス消費者(買い手)となる患者は、サービス提供者(売り手)となる医者の高度な専門内容

の診断のいかんはわからず、そのまま受け入れることになるため、一般的な取引きの場の概念である市場

というものが成立しないこと。そのため先進諸国においては国や行政の介入が不可欠となり、このことが

その国における医療経営の原理原則となること。そのため医療経営では制度政策と事業経営の両方を

知らねばならないので、医療経営人材養成が容易ではないことを説明し、また医療経営持続性を高める

には運営維持と進取の精神の両方を備えねばならないという視点から本セミナーの内容を企画した旨の

説明をいたしました。 

そして講演の第一席として、当センター顧問の神田裕二 HBMS 特任教授が昨年夏まで元厚生労働省

医政局長として医療制度改革の推進を図られていたお立場から、今回の同時改定にみる制度改革と医

療介護の連携の必然性についてご説明いただきました。 

続く第二席では、診療報酬改定時には全国からその解説を求められるコンサルタントの仲野豊先生が

「今般の同時改定から見える今後の医療経営ポイント」と題して、今回の医療・介護報酬同時改定の背

景を判り易く説明されるとともに改定の具体的内容と今後の医療経営への影響についての見通しをご

説明くださいました。 

以上のような盛りだくさんな内容でセミナーが進行して終了が近づいたところで、ご来賓として会場に

おいでいただいておりました広島県病院事業管理者の浅原利正先生に今回のセミナーの講評をお願い

いたしました。浅原先生は、3 時間半に及ぶセミナーの間、熱心に講師の話しに耳を傾ける参加者の皆さ

んの姿を賛嘆されました。そしてもっと多くの医療・介護関係者に当研究センターのセミナー参加を呼びか

けることをご提案くださいました。 



 

 


